
事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 幼稚園事業 事業開始年度 平成27年度
担当課 健康福祉部　こども政策課 担当者 佐藤　和子
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 03 自立・支援・社会参加の障がい者（児）福祉
基本事業 01 児童発達支援の充実

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 238,644 357,411 231,981 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ●数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ●拡大 ○現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
幼稚園、認定こども園が円滑に運営され、適正な数の児童の教育が行われる。

事業の概要
幼稚園及び認定こども園に入園している園児（1号認定）に対し国の定める公定価格を乗じた運営費
として、施設型給付費を支払う。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 児童数 人 345 289 247 247

達成度の
評価と説明 説明

滞りなく、適正に支払いを行なうことができた。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 さくら市手をつなぐ育成会補助事業 事業開始年度 平成28年度
担当課 健康福祉部　福祉課 担当者 柴山雅子
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 03 自立・支援・社会参加の障がい者（児）福祉
基本事業 02 自立した生活の支援

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 136 136 109

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
知的障がい児者が地域社会の一員として生活できる環境を整えることを目的に、各種啓発活動、相談
事業、研修会等実施する

事業の概要
知的障がい児者の団体であるさくら市手をつなぐ育成会への運営費補助

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 実施事業数 回 11 7 15 15

達成度の
評価と説明 説明

さくら市社会福祉協議会に運営事務を委託。コロナ禍のため、事業の大半が中止となってしまった
が、友愛事業等の啓発活動を通し、会員相互の親睦及び障がい者の育成・福祉向上へ貢献できた。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 自立支援医療（更生医療）事業 事業開始年度 平成18年度
担当課 健康福祉部　福祉課 担当者 上杉　萌花
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 03 自立・支援・社会参加の障がい者（児）福祉
基本事業 02 自立した生活の支援

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 39,111 40,395 46,094 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
身体の障がいの軽減を図るために必要な医療を行うことにより、自立した日常生活又は社会生活を営
むことができるような状態にする。

事業の概要
18歳以上の身体障害者手帳所持者に対し、障がいを除去又は軽減するための医療費の一部を公費負担
する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 支給認定件数 件 31 126 126 126

達成度の
評価と説明 説明

医療費の一部を公費負担し、受給者の経済的負担が軽減された。新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため、令和2年度は受給の有効期限が１年延長され再認定の件数が減少した。令和3年度より通常ど
おりに戻ったため、件数も例年通りになっている。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 補装具費支給事業 事業開始年度 平成17年度
担当課 健康福祉部　福祉課 担当者 上杉　萌花
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 03 自立・支援・社会参加の障がい者（児）福祉
基本事業 02 自立した生活の支援

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 5,091 3,052 4,781 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
身体障がい者の職業その他日常生活の能率向上や、身体障がい児の将来社会人として独立自活するた
めの素地を育成・助長すること等を目的としている。

事業の概要
身体の欠損又は損なわれた身体機能を補い日常生活や職業生活をしやすくするために、補装具の購入
又は修理に要した費用の一部を支給する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 交付（再交付）決定件数 件 37 33 33 33

活動 修理決定件数 件 20 20 20 20

達成度の
評価と説明 説明

補装具の購入費（修理費）の一部を公費負担することにより、受給者の経済的負担が軽減された。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 自立支援医療（育成医療）事業 事業開始年度 平成25年度
担当課 健康福祉部　福祉課 担当者 上杉　萌花
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 03 自立・支援・社会参加の障がい者（児）福祉
基本事業 02 自立した生活の支援

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 307 283 563

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
身体の障がいの軽減を図るために必要な医療を行うことにより、将来、自立した日常生活又は社会生
活を営むことができるような状態にする。

事業の概要
身体に障がいのある児童に対し、生活能力（日常の起居に必要な能力）を得るために必要な医療の費
用を支給する事業である。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 支給認定件数 件 1 2 2 2

達成度の
評価と説明 説明

医療費の一部を公費負担することにより、受給者の経済的負担が軽減された。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 さくら市身体障害者福祉会補助事業 事業開始年度 平成17年度
担当課 健康福祉部　福祉課 担当者 柴山雅子
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 03 自立・支援・社会参加の障がい者（児）福祉
基本事業 02 自立した生活の支援

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 390 390 312

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
会員相互の援助及び自立更生、会員の福祉増進及び親睦を図ることを目的に各種事業、研修会等を実
施する

事業の概要
さくら市身体障害者福祉会への運営費補助

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 各種事業等参加延べ人数 人 299 309 400 460

達成度の
評価と説明 説明

さくら市社会福祉協議会へ運営事務を委託。会員の援助及び自立更生のための活動の連絡調整がス
ムーズに行われ、併せて会員の福祉増進を図る目的は概ね達成した。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 軽度・中等度難聴児補聴器等給付金支給事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 健康福祉部　福祉課 担当者 上杉　萌花
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 03 自立・支援・社会参加の障がい者（児）福祉
基本事業 02 自立した生活の支援

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 105 353 101

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
難聴児の言語の習得、教育等における健全な発達を支援する。

事業の概要
身体障害者手帳の交付に至らない、軽度・中等度の難聴児に係る補聴器の購入費等（修理費含む）の
一部を支給する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 支給件数 件 3 3 3 3

達成度の
評価と説明 説明

購入費（修理費）の一部を公費負担することにより、受給者の経済的負担が軽減する。
新規購入申請や、現在利用している方の修理、再購入の申請が見込まれる。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 地域生活支援事業 事業開始年度 平成18年度
担当課 健康福祉部　福祉課 担当者 柴山　晶子
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 03 自立・支援・社会参加の障がい者（児）福祉
基本事業 03 地域生活の支援

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 37,876 41,678 45,584 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
障がい者が地域で安心して暮らせる社会の実現をめざす。
障がいのある人々の自立を支える。

事業の概要
障がいの種別にかかわらず、障がいのある人々が必要とするサービスを利用出来るよう、必要な援助
を行う。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 相談支援事業所への年間相談件数 回 4,210 4,814 4,814 4,814 

活動 日中一時支援事業の年間延べ利用者数 回 2,335 1,784 1,784 1,784 

達成度の
評価と説明 説明

相談支援事業は新型コロナウイルス感染症の影響により相談件数が減少していたが、令和3年度は回
復傾向にある。日中一時支援事業は、新型コロナウイルス感染症の影響による施設の一時閉鎖や利用
者のニーズが他の事業により充足してきたため、減少傾向にある。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 介護給付・訓練等給付事業 事業開始年度 平成17年度
担当課 健康福祉部　福祉課 担当者 堀口　耕平
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 03 自立・支援・社会参加の障がい者（児）福祉
基本事業 03 地域生活の支援

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 815,862 928,033 1,013,008 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ●拡大 ○現状 ○縮小 業務量 ●拡大 ○現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
障がい者が地域において、安心して暮らせる。

事業の概要
障害者総合支援法及び児童福祉法に基づき、障がい者・児が自立した生活を営むために必要な福祉
サービスの提供を受ける際の費用の一部又は全部を負担する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動
介護・訓練等給付費等の利用者数（年
間延べ）

人 4,256 4,438 4,438 4,438 

活動
障害児通所給付費の利用者数（年間延
べ）

人 2,838 3,423 3,423 3,423 

達成度の
評価と説明 説明

福祉サービスを利用することで、安心して自立した生活を送ることができ、費用を公費負担すること
で、受給者の経済的負担が軽減された。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 障害者虐待防止センター事業 事業開始年度 平成24年度
担当課 健康福祉部　福祉課 担当者 柴山　晶子
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 03 自立・支援・社会参加の障がい者（児）福祉
基本事業 04 相談体制の充実とサービスの適正利用

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 2,333 2,533 2,809 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
虐待の通報・届出を受理することにより障がい者の保護に努める。

事業の概要
虐待の防止、早期発見、虐待を受けた障がい者に対する保護、自立の支援、養護者に対する支援など
を行うことにより障がい者の権利利益の擁護に資することを目的とする。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 通報、相談件数 件 5 3 3 3

達成度の
評価と説明 説明

虐待通報・相談件数　３件
広報紙、ホームページ等で市民に啓発することで、通報相談件数が増加しており
概ね目標を達成した。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 基幹相談支援センター事業 事業開始年度 令和 2年度
担当課 健康福祉部　福祉課 担当者 柴山　晶子
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 03 自立・支援・社会参加の障がい者（児）福祉
基本事業 04 相談体制の充実とサービスの適正利用

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 2,079 2,332 2,510 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
地域における相談支援の中核的な役割を担う総合相談機関として、障がいを持つ方やその家族が地域
で生活できるよう支援することを目的とする。

事業の概要
相談支援事業所や、地域包括支援センター、地域の医療機関、学校などの関係機関と連携し、障がい
者への相談、情報提供及び助言等を行う。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 相談件数 県 568 453 500 500

達成度の
評価と説明 説明

相談件数実績　568件。
窓口での相談支援や訪問、個別支援会議等により、多数の相談に対応しており、基幹相談支援セン
ターとして機能を概ね担っている。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 重度心身障害者医療費扶助事業 事業開始年度 平成17年度
担当課 健康福祉部　福祉課 担当者 柴山　晶子
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 03 自立・支援・社会参加の障がい者（児）福祉
基本事業 99 総合事業

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 48,305 49,370 55,015 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
医療費の一部を助成し、経済的負担の軽減を図ることによって、重度心身障がい者の福祉を増進する
ことを目的とする。

事業の概要
重度心身障がい者の方に対して、医療保険給付の一部負担金等の額を助成する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 助成金額 千円 48,290 49,355 55,000 55,000 

達成度の
評価と説明 説明

重度心身障がい者の方に対して、医療保険給付の一部負担金等の額の助成することは、重度心身障が
い者の福祉を増進することに繋がっており、概ね目標を達成している。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 特別障害者手当等支給事業 事業開始年度 平成17年度
担当課 健康福祉部　福祉課 担当者 上杉　萌花
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 03 自立・支援・社会参加の障がい者（児）福祉
基本事業 99 総合事業

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 7,975 8,414 8,583 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
精神又は身体に障がいを有する者に対して各種手当を支給することにより、これらの者の福祉の増進
を図ることを目的とする。

事業の概要
著しい重度障がいがあるため、日常生活において常時特別の介護を必要とする状態の方に手当を支給
する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 支給件数 件 354 378 378 378

達成度の
評価と説明 説明

２０歳以上の特別障がい者及び２０歳未満の重度障がい児で在宅の方に対して、手当を支給すること
は、これらの者の福祉を増進することに繋がっている。

見直し余地


